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平成 27年 (ワ )第 169号 公正裁判請求権侵害事件

原 告  岩崎 信

被 告  国

宮崎地方裁判所民事第 1部合議係 御中

〒880-8513

答   弁   書
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平成 27年 9月 2日

岡1

被告指定代理人

宮崎市別府町 1番 1号

宮崎地方法務局訟務部門 (送達場所)

(電  言舌 0985-22-5302)

(FAX 0985-20-3700)

上 席 訟 務 官   向  原  裕

訟  務  官   盛  武  美 智

訟  務  官   日  高

2791-2
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第 1 請求の趣旨に対する答弁

1 原告の請求を棄却する。

2 訴訟費用は原告の負担とする。

3 仮執行の宣言は相当でないが,仮に仮執行宣言を付する場合は,

(1)担保を条件とする仮執行免脱宣言

(2)その執行開始時期を判決が被告に送達された後 14日経過した時とするこ

と

を求める。

第2 請求の原因に対する認否

1 『不法行為 1 口頭弁論の不作為」について

(1)「 1」 について

平成 27年 2月 25日 (「平成 27年 2月 26日 」は誤記と思われる。)

午後 1時 30分に宮崎地方裁判所延岡支部 (以下「延岡支部」という。)に

おいて,延岡支部平成 25年 (ワ )第 137号表現の自由及び参政権侵害事

件 (以下「延岡支部 137号事件」という。)の第 6回 口頭弁論期日が開か

れ,同 日,同事件の審理を担当した延岡支部塚原聡裁判長裁判官 (以下「塚

原裁判長」という。)が弁論終結したことは認め,その余は否認する。

原告は,同 口頭弁論期日において,同月 24日 付け弁論書を陳述しており,

塚原裁判長が,原告に対して発言の機会を一度も与えていないことはなく,

原告の主張は,事実と異なる。

(2)「 2」 について

平成 27年 1月 9日 付け期日呼出状が原告に送付されたことは認め,その

余は否認ないし争う。

期日呼出状の送付は,裁判長ではなく担当書記官がしたものであり,塚原

裁判長が延岡支部 137号事件の第 6回 口頭弁論期日において原告に発言の

-2-



機会を与えなかったこともない。

(3)「 3」 について

原告が,延岡支部に対し,平成 27年 2月 24日 付け「裁判請求書」を提

出し,同文書には延岡市の不法行為についての裁判を求める旨の記載があっ

たこと,塚原裁判長が同月 25日 に開かれた延岡支部 137号事件の第 6回

口頭弁論期日において,同請求書の内容等に言及することなく弁論終結した

ことは認め,その余は否認ないし争う。なお,原告は,上記文書を上記口頭

弁論期日で陳述していない。

(4)「 4」 について

上記 (3)と 同様,平成 27年 2月 25日 に延岡支部 137号事件の口頭弁

論が終結したことは認め,その余は否認ないし争う。

(5)「 5」 について

否認ないし争う。

(6)「 6」 について

延岡支部が,原告に対し,延岡支部 137号の第 6回 口頭弁論期日に係る

呼出しをしたことは認め,その余は否認ないし争う。

(7)「 7」 について

否認ないし争う。

(8)「 8」 について

民事訴訟法 (以下「民訴法」という。)87条 1項に,「当事者は,訴訟

について,裁判所において口頭弁論をしなければならない。」と規定されて

いることは認め,その余は争う。

2 「不法行為2 裁判拒絶,訴の修正の不当却下」について

(1)「 1」 について

認める。

(2)「 2」 について
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延岡支部が,原告の延岡支部 137号事件において求めた訴えの追加的変

更について,新たな別個の訴えとして,その口頭弁論期日を指定しなかった

ことは認め,その余は争う。

訴えの変更がその要件を欠くと認める場合,裁判所は,申立て又は職権に

よりその変更を許さない旨の決定をしなければならず (民訴法 143条 4

項),従来の請求についての審理を続行することとなる。

訴えの変更を許さない旨の決定は,新請求についてはその審級では審判し

ないことを宣言する中間的裁判であって,同決定は訴訟指揮的裁判で,これ

によって直ちに新請求の係属が消滅させられるのではなく,こ の決定を前提

として従来の請求について終局判決をするときに,同時に新請求についての

訴えを却下する裁判をも包含した全部判決がなされたものとして,その確定

によりはじめて新請求が係属しなかったことになるのであり,従来の請求に

係る終局判決に対して控訴の提起があった場合に,控訴審で原審がした訴え

の変更を許さない決定を不当と認めたときは,明示的又は黙示的に原決定を

取り消し,控訴審において訴えの変更がなされた場合と同様に新請求に係る

訴えの審理をすることができ,場合により事実審を第一審のみですませるこ

とを不当であると認めれば,事件を第一審に差し戻すことが適当であると解

されている (秋山幹男ほか「コンメンタール民事訴訟法Ⅲ」 197ないし1

99ページ,兼子一ほか「条解民事訴訟法 [第 2版 ]」 836及び887ペ

ージ)。

このように,当該審級における終局判決前に訴えの変更を許さない決定を

した場合,その新請求に係る訴えが別個に提起されたものとして裁判所が取

り扱うことを予定しておらず,裁判所において新請求に係る訴訟手続として

別個に進行すべき義務もない。

(3)「 3」 について

原告が,平成 26年 5月 17日付け期日指定申立書を提出し,手続の進行
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を求めたことは認め,その余は否認ないし争う。

(4)「 4ないし6」 について

認める。

(5)「 7」 について

認める。

(6)「 8ないし10」 について

争う。なお,原告の意見にわたるものは,認否の限りでない。

(7)「 11」 について

延岡支部 137号事件における相被告であった延岡市 (以下「延岡市」と

いう。)が ,平成 25年 12月 11日 に開かれた第 1回 口頭弁論期日に欠席

し,答弁書を提出していなかったこと,延岡支部が,同期日において第 2回

口頭弁論期日を平成 26年 2月 26日 に指定したこと,延岡市がその後に提

出した答弁書が,同 日に開かれた第 2回 口頭弁論期日において陳述されたこ

と,原告は,同 口頭弁論期日で同答弁書が陳述される前に,同年 2月 25日

付け「求裁判状訂正書」を提出していたこと,延岡支部は,同 「求裁判状訂

正書」に基づく原告の訴えの変更について,同年 5月 7日 に開かれた第 3回

口頭弁論期日において,訴えの変更はこれを許さないとの決定をしたことは

認め,その余は否認又は争う。

(8)「 12」 について

民事訴訟規則 (以下「民訴規則」という。)60条 2項により,訴え提起

があったときは,裁判長は30日 以内に期日を指定しなければならないと規

定されていること,延岡支部は,「求裁判状訂正書」による原告の訴えの変

更申立てを許さないとの決定をその提出から2週間以上経過した時期にした

ことは認め,その余は争う。

(9)「 13」 について

原告の平成 26年 2月 25日 付け「求裁判状訂正書」の提出 (同月 26日
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提出)から,延岡市の同年 4月 11日付け「訴えの変更不許の決定を求める

申立書」の提出 (同月 12日 提出)ま での期間が45日 間 (「 46日 」は誤

記と思われる。)であったこと,原告の同年 5月 1日 付け「弁論書」の提出

(同月2日 提出)から,延岡市の同年 6月 4日付け「訴えの変更不許の決定

を求める申立書」の提出 (同 日提出)までの期間が 33日 間であったことは

認め,その余は争う。

(10) 「14」 について

争う。

3 『不法行為3 裁判拒絶」について

(1)「 15」 について

原告の平成 26年 5月 17日 付け期日指定申立書中に,「訴えの変更が許

されないとされる部分については,民訴法・138条規定の訴えの提起とみな

される (憲法 32条 ,民訴法 2条,市民的政治的権理国際規約 14条)ので,

民訴法 139条及び民訴規則 60条の規定により,速やかに口頭弁論期日の

指定を求める。」との記載があったこと,延岡支部が別個に口頭弁論期日を

指定しなかったことは認め,その余は否認又は争う。

延岡支部が,訴えの変更申立てを却下した後,期 日を指定しなかった理由

は,前記 2(2)の とおりであり,原告の同年 2月 25日 付け「求裁判状訂正

書」に基づく訴えの変更は,第 3回口頭弁論期日 (同年 5月 7日 )において

訴えの変更を許さない旨の決定がなされ,同期日において原告に告知され ,

同年 5月 1日 付け「弁論書」に基づく訴えの変更は,第 4回口頭弁論期日 (同

年 6月 11日 )において,訴えの変更を許さない旨の決定がなされ,同期日

において原告に告知されたのであり,いずれも速やかに告知されていた。

(2)「 16」 について

原告が,平成 26年 5月 5日付け (「平成 26年 6月 5日 付け」は誤記と

思われる。)「抗告状」を宮崎地方裁判所延岡支部に提出したこと,同抗告
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状は, 3か月以上福岡高等裁判所宮崎支部に送付されなかったことは認め,

その余は争う。

宮崎地方裁判所延岡支部は,平成 26年 9月 10日 付けで,同抗告状は,

不適法でその不備を補正することができないことが明らかであるとして民訴

法 331条本文,同法 287条 1項により抗告を却下する決定を行った。

(3)「 17」 について

延岡支部 137号事件について,平成 26年 2月 26日 (「 2月 25日 」

は誤記と思われる。)から30日 以内,同年 5月 7日 (「 5月 1日 」は誤記

と思われる。)か ら30日 以内に口頭弁論期日が指定されなかったことは認

め,その余は争う。

なお,民訴規則 60条 1項, 2項は,第 1回 口頭弁論期日についての規定

であり,続行期日に関する規定ではない。

4 「不法行為4 公正裁判請求権侵害,不当期日指定」:こついて

(1)「 1」 について

塚原裁判長が,延岡支部 137号事件の平成 26年 6月 11日午後 1時 3

0分の第 4回口頭弁論期日において,原告が7月 1日 から8月 末までは差し

支えである旨述べたことを認識した上で,第 6回 口頭弁論期日を7月 9日 に

指定したことは認め,その余は争う。

(2)「 2」 について

原告が,延岡支部に対して平成 26年 7月 2日 に出国した旨を連絡したこ

と,塚原裁判長が,延岡支部平成 25年 (フ )第 36号事件 (以下「延岡支

部 36号事件」という。)の審理に当たり,同事件の証人尋問期日を原告に

対する事前確認をすることなく同年 10月 2日 に指定したことは認め,その

余は争う。

(3)「 3」 について

認める。

-7-



(4)「 4」 について

塚原裁判長が,平成 26年 7月 9日 ,延岡支部 137号事件の第 5回 口頭

弁論期日において,第 6回口頭弁論の期日を同年 10月 1日 に指定するに当

たり,原告に対して事前確認をしておらず,当 日出頭した延岡市の意見を踏

まえて指定したことは認め,その余は否認ないし争う。

なお,裁判所は,期 日指定にあたって,必ずしも当事者双方の都合を聞く

必要はない (民訴規則 93条 1項 )。

(5)「 5」 について

認める。

なお,期 日変更の申立てがあるにもかかわらず,裁判所が当該期日を開始

したときは,申立ての却下とその告知があったと解される (最高裁昭和32

年 12月 24日 第二小法廷判決・裁判集民事 29号 617ページ)。

(6)「 6」 について

争う。

5 『不法行為4-5 談合期日,対審公開不作為」について

(1)「 7」 について

平成 26年 7月 9日 に延岡支部 137号事件の第 5回口頭弁論期日が開か

れたことは認め,その余は争う。ただし,同 口頭弁論期日は延期された。

(2)「 8」 について

延岡支部 137号事件について,平成 26年 7月 9日 の期日に延岡市のみ

出頭したことは認め,その余は争う。

(3)「 9」 について

原告の内心を述べるものであり,認否の限りではない。

6 「不法行為5 違法送達 居所を知りながら行つた書留送達」について

(1)「 10」 について
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延岡支部の担当書記官が,原告に対し,平成 26年 7月 24日 ,期 日呼出

状及び延岡市の同年 7月 2日 付け訴えの変更不許の決定を求める申立書副本

等を,原告の住所地に特別送達したこと,これが未達であったため,同年 8

月 12日 ,書留郵便の方法により送達したことは認める (甲第 1号証)。

(2)「 11」 について

延岡支部の担当書記官が,平成 26年 7月 24日 ,原告に対し呼出状等を

特別送達したことは認め,その余は否認ないし争う。

なお,上記特別送達は,受取人不在で返送されたことから,担当書記官は,

同年 8月 12日 ,原告宛てに上記呼出状等を延岡郵便局の書留郵便に付し,

同日,原告宛てに封書で民訴規則44条の通知を行ったものである。原告は,

同年 7月 1日 から同年 8月 31日 まで海外旅行のため不在である旨裁判所に

通知していたが,補充送達 (民訴法 106条 1項)の可能性もあったもので,

上記送達は有効である。

(3) 「12」 について

民訴法 104条には当事者が送達場所を指定することができる旨規定され

ていること,原告が海外旅行中であることを届け出たにもかかわらず,原告

の住所に特別送達したこと,民訴法 107条による書留郵便送達は民訴法 1

06条の規定により送達できない場合に付すことができることは認め,その

余は争う。

(4)「 13」 について

通知書に「不利益を受けることがありますので,必ずお受け取りください。」

と記載されていること,特別送達及び書留による送達を行ったことは認め,

その余は争う。

(5)「 14」 について

民訴規則 83条 1項に「当事者は,準備書面について,第 79条 (準備書

面)第 1項の期間をおいて,直送をしなければならない。」と規定されてい
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ることは認め,その余は否認ないし争う。

なお,同条は,準備書面の直送を定めたものであるが,民訴規則 47条 4

項では,当事者が直送しなければならない書類について,直送を困難とする

事由その他相当とする事由があるときは,当該当事者は,裁判所に対し,当

該書類の相手方への送付 (準備書面については送達又は送付)を裁判所書記

官に行わせるよう申し出ることができる旨規定されており,必ずしも準備書

面を直送する必要はない。

(6)「 15」 について

否認ないし争う。

延岡支部 137号事件の送達費用は,特別送達費用として 1390円 ,付

郵便送達費用として830円 ,民訴規則44条通知費用として82円である。

7 「不法行為6 調書異議についての裁判不作為,調書不記載」について

(1) 「16」 について

原告が延岡支部に対して数次にわたり調書の記載に関する異議申立てに係

る書面を提出したこと及び延岡支部が調書の訂正をしなかったことは認め,

その余は否認する。

調書の記載について当事者その他の関係人が異議を述べたときは,調書に

その旨を記載しなければならないとされるにとどまり (民訴法 160条 2

項),当該期日を主宰した裁判所が当該調書異議が正当か否かを判断すると

ころ,調書異議が正当と認められるときは,裁判所書記官に対して変更が命

ぜられ (裁判所法 60条 5項),調書の訂正がなされるが,異議を正当と認

めないときは,異議申立てがされた旨が調書に記載されるにとどまり,異議

申立てに対する却下決定がされることはない。

本件で,裁判所は,原告の調書異議を正当と認めないと判断し,裁判所書

記官に調書の記載の変更を命じなかったものである。

(2)「 17」 について

-10-



否認ないし争う。

原告は,延岡支部 36号事件において,平成 25年 12月 16日付け「第

3回 口頭弁論調書異議状」と題する書面,同 日付け「第 4回口頭弁論調書異

議状」と題する書面,同 日付け「第 5回 口頭弁論調書異議状」と題する書面,

同日付け「第 6回 口頭弁論調書異議状」と題する書面をそれぞれ提出し,同

日,裁判所書記官は,異議申立てがなされた各国頭弁論調書に,原告から調

書異議が申し立てられた旨を付記している。

また,原告は,同事件において,平成 26年 6月 4日 付け「第 7回 口頭弁

論調書異議」と題する書面,同月5日 付け「第 7回 口頭弁論調書異議」と題

する書面を提出し,これらの書面は,第 8回 口頭弁論期日において,原告が

陳述したことが同口頭弁論調書に記載されている。

原告は,延岡支部平成 25年 (ワ )第 130号 (以下「延岡支部 130号

事件」という。)において,平成 25年 12月 8日 付け「第一回口頭弁論調

書異議状」と題する書面,平成 26年 3月 1日 付け「第二回口頭弁論調書異

議」と題する書面,同 日付け「第二回口頭弁論調書異議」と題する書面,同

月 17日付け「第二回口頭弁論調書異議 2」 と題する書面をそれぞれ提出し,

裁判所書記官は,異議申立てがなされた各国頭弁論調書に,原告から調書異

議が申し立てられた旨を付記している。

なお,実務上,調書異議に関する申立てが口頭弁論期日でなされた場合に

は,当該口頭弁論調書にその旨を記載する方法と,異議申立てがなされた旨

を当該異議の対象となった調書に付記する方法があり,必ずしも原告が主張

するように,当該異議の対象となった調書に記載しなければならないもので

はない。

(3)「 12」 について

原告の調書異議に対して,審尋しなかったことは認め,その余は争う。
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前記 (1)の とおり,延岡支部は,原告の調書異議を正当と認めないと判断

し,裁判所書記官に調書の記載の変更を命じなかったものである。

8 『不法行為7 弁論の自由の侵害」について

原告は,延岡支部 137号事件の口頭弁論期日を指していると思われるとこ

ろ,原告が,平成 26年 6月 11日 の第 4回口頭弁論期日において,同月3日

付け「弁論書」中, 1ページの4項ないし6項 , 3ページの27項, 31項及

び32項を除いて陳述したことは認め,その余は争う。

塚原裁判長は,同 口頭弁論期日において,原告の同年 5月 1日 付け「弁論書」

に基づく訴えの変更のうち, 6ページの不法行為 3-2,同 3-3,同 3-4

に係るもの, 21ページの不法行為 18-2に 係るものについては,これを許

さない決定をしたところ,原告の同年 6月 3日 付け「弁論書」のうち, 1ペー

ジの4項ないし6項, 3ページの27項, 31項及び 32項は,上記決定によ

り訴えの変更を許さないとされた部分に関する主張であったため,塚原裁判長

は,訴訟指揮権に基づき当該部分の陳述を制限したものである。

9 『不法行為8 証拠検証の不作為,悪を匿う不法行為」について

(1) 「14」 について

認める。

塚原裁判長は,平成 26年 5月 7日 ,延岡支部 137号事件の第 3回口頭

弁論期日において,原告が延岡市の提出した証拠書類の原本照合を求めたこ

とから,十分な時間を与えて原本照合させたが,原告が同作業を終えなかっ

たことから,照合作業の終了を指示した。

(2)「 15」 について

原告の平成 26年 6月 3日 付け「第二回口頭弁論調書異議」と題する書面

の中で,「原告は,次回期日に証拠検証の継続を求める。」との記載がある

ことは認め,その余は後記 (3)の とおり否認する。
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